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日本共産党市議団は、年金受給申請へのマイナンバー利用のための条例改正
に反対しました。昨年5月に発生した日本年金機構への標的型メール攻撃に

よって、125万人の本人情報などが漏えいしました。政府は、この対策を打ったという事で、
この間ストップしていた年金へのマイナンバー利用を容認しました。市は、これによって市内
部の税・国保・介護・後期高齢者などの個人情報と連携すると言います。
しかし、社会保障審議会の、この事件にたいする情報セキュリティの検証報告では、厚労
省のインターネット接続口について、「標的型メールのような外部からの攻撃を完全に防御
することはできないことを前提に」、入口対策として「監視し適正に遮断する」、出口で「多重
防護対策を強化する予定」というものです。これでは不安は解消されず、安心してマイナン
バーを利用するなどとんでもないことです。
国家が個人情報をマイナンバーで一元管理すれば、年金機構の事件のように❶漏れる危
険、❷漏れたらなりすましで被害は取り返しがつかない、という事態になります。
いっぽう、これによっても年金受給の申請などの際、マイナンバーを記入しなくても申請
を受け付ける、ということも審議に中で確認されました。

財源不足対策、市職員の時間外労働、小中一貫教育、ＬＮＧ火力発電などで５氏が質問財源不足対策、市職員の時間外労働、小中一貫教育、ＬＮＧ火力発電などで５氏が質問
静
岡
市
は
毎
年
、不
足
財
源
解
消
の

対
策
と
し
て
、正
規
職
員
削
減
と
民
営

化・民
間
委
託
を
進
め
て
い
ま
す
。し
か

し
、市
職
員
は
重
要
施
策
の
決
定
に
参

画
し
、職
務
の
遂
行
で
は
市
民
の
権
利・

義
務
に
関
わ
る
な
ど
住
民
福
祉
の
増
進

を
直
接
担
っ
て
お
り
、こ
の
や
り
方
を
ど

こ
ま
で
も
続
け
て
い
け
ば「
公
務
の
空
洞

化
」を
生
み
、自
治
体
そ
の
も
の
が
民
営

に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

こ
ん
な
や
り
方
を
正
し
て
、正
し
い
自

主
財
源
を
生
み
出
す
な
ら
、法
律
で
可

能
な「
大
企
業
へ
の
法
人
市
民
税
割
の

超
過
課
税
」で
す
。静
岡
市
と
浜
松
市
を

除
く
、ほ
と
ん
ど
の
政
令
市
で
す
で
に
実

施
し
て
い
ま
す
。静
岡
県
も
、平
成
26
年

度
か
ら
地
震
津
波
対
策
の
財
源
と
し
て

大
企
業
へ
の
法
人
事
業
税
の
超
過
課
税

を
実
施
し
て
い
ま
す
。市
が
や
ろ
う
と
思

え
ば
す
ぐ
に
で
き
ま
す
。し
か
し
市
は
拒

み
ま
し
た
。

「
財
源
不
足
」対
策
は
、市
内
大
企
業

へ
の
法
人
市
民
税
の
超
過
課
税
を

■
山
本
明
久
議
員

三
保
地
区
の
整
備
と
、
桜
ヶ
丘
病
院

の
移
転
問
題
に
つ
い
て
、
市
の
考
え
を

質
し
ま
し
た
。

病
院
移
転
問
題
に
つ
い
て
、Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ

（
ジ
ェ
イ
コ
ー
）
か
ら
移
転
候
補
地
決
定

の
連
絡
が
遅
れ
て
い
る
の
は
、
市
が
地

元
の
意
向
を
無
視
し
て
二
案
並
列
で
示

し
た
の
が
最
大
の
原
因
で
あ
る
。

地
元
の
声
を
反
映
し
、Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
に
対
し

積
極
的
に
働
き
か
け
る
べ
き
で
は
な
い
か

質
し
ま
し
た
。
質
問
に
対
し
担
当
局
長
は
、

Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
に
情
報
提
供
し
て
か
ら
約
三
か

月
が
経
過
し
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
の
考
え
を
聞
く
機
会
の
調
整
に

入
っ
て
い
る
、
本
市
と
し
て
、
ど
の
よ
う

な
事
が
で
き
る
の
か
検
討
し
て
い
き
た
い

と
答
え
ま
し
た
。

桜
ヶ
丘
病
院
に
つ
い
て

■
内
田
り
ゅ
う
す
け
議
員

大
手
広
告
代
理
店
・
電
通
で
長
時
間

労
働
が
原
因
で
過
労
死
自
殺
が
あ
っ
た

こ
と
か
ら
、
市
職
員
の
時
間
外
勤
務
の

実
態
を
質
し
ま
し
た
。
厚
労
省
が
示
し

て
い
る
上
限
、
年
間
３
６
０
時
間
を
超

え
て
い
る
職
員
は
毎
年
５
０
０
人
以
上

（
全
体
の
約
10
％
）、
１
０
０
０
時
間
を

超
え
て
い
る
人
も
数
人
い
ま
す
。
厚
労

省
は
過
労
死
認
定
の
基
準
を
月
80
時
間

と
し
て
お
り
、少
な
く
な
い
職
員
が
「
過

労
死
予
備
軍
」
の
状
態
で
す
。

病
気
に
よ
る
30
日
以
上
の
休
暇
（
休

職
）
者
は
、
年
ご
と
に
増
加
し
て
お
り
、

Ｈ
27
年
度
は
１
７
０
人
、
う
ち
89
人
が

メ
ン
タ
ル
疾
患
者
で
す
。
当
局
は
、
勤

務
と
の
関
わ
り
を
否
定
し
て
い
ま
す
が
、

真
の
原
因
を
隠
し
た
ま
ま
で
は
解
決
に

は
結
び
つ
き
ま
せ
ん
。

人
事
委
員
会
が
毎
年
、
時
間
外
勤
務

の
縮
減
を
勧
告
し
て
い
ま
す
が
、
当
局

の
改
善
に
向
け
て
の
姿
勢
は
極
め
て
問

題
で
す
。

党
の
要
望
実
現
│
耐
震
補
強

助
成9月

補
正
予
算
で
木
造
住
宅
耐
震
補

強
助
成
30
万
円
上
乗
せ
が
提
案
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
助
成
額
が一般
家
庭

で
60
〜
65
万
円
、
高
齢
者
世
帯
で
90
〜

95
万
円
と
な
り
ま
す
。
共
産
党
が
一
貫

し
て
要
望
し
て
き
た
こ
と
が
実
を
結
び

ま
し
た
。
来
年
度
以
降
も
継
続
す
る
よ

う
強
く
要
望
し
ま
し
た
。

放
置
で
き
な
い
市
職
員
の

時
間
外
勤
務

■
寺
尾  
昭
議
員

Ｈ
28
年
４
月
か
ら
始
ま
る
介
護
保
険

の
「
総
合
事
業
」
と
、
清
水
港
と
Ｌ
Ｎ

Ｇ
火
発
計
画
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

清
水
港
は
三
保
半
島
に
囲
ま
れ
た
、
魅

力一杯
の
港
で
す
。
火
力
発
電
所
が
で
き

れ
ば
、Ｌ
Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
の
危
険
性
が
増

大
し
ま
す
。
東
燃
の
、「
巨
大
地
震
が

来
て
も
外
堤
防
は
壊
れ
て
い
な
い
か
ら
、

Ｌ
Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
は
大
丈
夫
」
と
い
う

主
張
は
、「
巨
大
地
震
で
外
堤
防
は
壊

れ
る
」
と
の
内
閣
府
の
見
解
が
出
さ
れ
、

大
き
く
崩
れ
ま
し
た
。
ま
た
そ
の
こ
と

を
、
当
局
も
認
め
る
答
弁
を
し
ま
し
た
。

東
燃
は
港
と
、
市
民
の
「
安
全
」
を
確

保
す
る
た
め
に
も
Ｌ
Ｎ
Ｇ
建
設
計
画
は

や
め
る
べ
き
で
す
。

Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力
発
電
は
、

巨
大
地
震
で
非
常
に
危
険

■
西
谷
博
子
議
員

市
教
委
は
、Ｈ
34
年
に
向
け
、
小
中
一

貫
教
育
を
全
小
中
学
校
で
進
め
よ
う
と

し
て
い
ま
す
。

当
分
は
、
施
設
は
現
在
の
ま
ま
分
離

型
で
す
が
、
将
来
的
に
は
施
設一体
を
目

指
し
、
そ
う
な
れ
ば
学
校
は
廃
校
と
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。

鈴
木
せ
つ
子
議
員
は
、
こ
の
制
度
が

教
育
的
に
検
証
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、

学
力
が
向
上
す
る
根
拠
が
な
い
こ
と
を

質
し
ま
し
た
。
ま
た
、
も
っ
と
子
ど
も

と
向
き
合
い
た
い
と
望
ん
で
い
る
教
師

の
多
忙
・
長
時
間
労
働
を
解
消
し
、

教
員
増
員
を
実
施
す
る
こ
と
、
住
民
、

小
中
一
貫
教
育
よ
り
教
員
増
員
を

■
鈴
木
せ
つ
子
議
員

保
護
者
と
双
方
向
の
議
論
で
、
十
分
議

論
を
尽
く
し
、
住
民
合
意
な
い
も
と
で

の
強
行
は
し
て
は
な
ら
な
い
と
指
摘
し

要
求
し
ま
し
た
。

国
保
料
│
来
年
度
も
引
き
下
げ

可
能国民

健
康
保
険
会
計
は
ま
だ
ゆ
と
り
が

あ
り
ま
す
。
３
年
連
続
引
き
下
げ
で
き
る

と
指
摘
し
、
引
き
下
げ
を
迫
り
ま
し
た
。

年金受給申請へのマイナンバー利用に反対

議案への態度
（主な会派）

議　　　　案 日本共産党 自民党 公明志政会
（民進含む）

×
×
棄権
〇
〇
〇

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
× × × ×
× × × ×
× × × ×

Ｈ28年度一般会計補正予算（日本平整備事業など）

年金受給申請へのマイナンバー利用の条例改正

地方議員の厚生年金への加入を求める意見書

党提案　リニア新幹線の建設に関する意見書

党提案　浜岡原発の再稼働に反対することを求める意見書

国保料の引き下げを求める請願　

維新の会

反対
討論

国保料の引き下げを求めるねばり強い請願署名
運動は、今年で13年目です。
昨年、今年と2年連続して国保料引き下げが実現
しましたが、市民にその実感はありません。国保会
計は、37億の黒字、41億の基金があり、来年度国保
料引き下げは充分可能です。
しかし、自民党などは、「国保料は国保運営協議
会が決める」と請願を否決しました。請願権を行使
した市民運動に対し、議会として正面から審議を尽く
すべき責任の放棄とも言える行為です。日本共産党
は、唯一紹介議員になり、賛成討論で同意を訴え、
賛成しました。

市
議
団
活
動 

こ
の
一
年

昨
年
は
、安
保
法
制
廃
止
を
求
め
る
議
員
有
志
に
よ
る

ス
タ
ン
デ
イ
ン
グ
が
実
現
し
、小
中
一
貫
教
育
、公
共
施
設
民

営
化
・
統
廃
合
計
画
な
ど
、市
民
サ
ー
ビ
ス
後
退
に
つ
な
が
る

市
政
に
対
し
、市
民
と
の
協
力
共
同
を
広
げ
た
年
で
し
た
。

ま
た
、小
中
一
貫
教
育
学
習
会
、国
保
料
引
き
下
げ
な
ど
、

多
彩
な
活
動
を
行
い
ま
し
た
。

引
き
続
き
、市
民
の
皆
さ
ん
と
力
を
合
わ
せ
ま
す
。

11月 国保料引き下げを街頭から呼びかける

10月 民主商工会と市当局に要請

6月 安保法制廃止を求め超党派議員有志で宣伝

12月 国保料引き下げ請願に賛成する党議員団

10月 市政報告会

11月 小中一貫教育学習会

自民、志政会、公明、維新が否決
国保料の引き下げを求める請願

日本共産党は賛成

（抜粋）


